
ウ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内
訳

種 類 損益計算書に計上した金額 損益計算書に計上していない金額
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〔行政サービス実施コスト計算書関係〕
※12．引当外賞与見積額

{ 当事業年度末の引当外賞与見積額 508¶069¶155円
| 前事業年度末の引当外賞与見積額 525¶762¶247円
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（差引）引当外賞与見積額（{－|） � 17¶693¶092円
※13．引当外退職給付増加見積額

{ 当事業年度末の退職給付見積額 17¶956¶596¶894円
| 前事業年度末の退職給付見積額 17¶005¶691¶064円
} 退職者に係る前事業年度末退職給付見積相当額 882¶416¶840円
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（差引）引当外退職給付増加見積額（{－|－}） 68¶488¶990円
※14．引当外退職給付増加見積額のうち国又は地方公共団体からの出向役職員に係るもの
人数 76名
期間中における純増加額 96¶839¶250円

15．行政サービス実施コストのうち労災病院の運営に係るもの
業務費用
損益計算書上の費用 269¶856¶555¶829円
（控除）自己収入等 � 270¶910¶267¶778円
損益外減価償却相当額 499¶725円
損益外減損損失相当額 74¶378¶677円
損益外除売却差額相当額 � 18¶404¶493円
引当外退職給付増加見積額 1¶863¶600円
機会費用 2¶378¶088¶886円
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行政サービス実施コスト 1¶382¶714¶446円
※16．〔退職給付関係〕
\ 採用している退職給付制度の概要
採用している退職給付制度は、厚生年金基金制度及び退職一時金制度です。

] 退職給付債務に関する事項
{ 退職給付債務 305¶608¶386¶259円
| 未認識数理計算上の差異 � 16¶757¶950¶815円
} 年金資産 � 75¶676¶754¶412円
退職給付引当金 213¶173¶681¶032円
注）労災病院事業以外については、退職給付引当金は計上しておりません。

^ 退職給付費用に関する事項
Ò．労災病院事業に係るもの
{ 勤務費用 13¶228¶335¶568円
| 利息費用 5¶390¶893¶690円
} 期待運用収益 � 1¶911¶446¶539円
~ 掛金拠出金 � 2¶530¶471¶135円
� 数理計算上の差異の費用処理額 2¶476¶795¶347円
退職給付費用 16¶654¶106¶931円

Ó．労災病院事業以外に係るもの
{ 掛金拠出額 238¶940¶736円
| 退職手当 882¶416¶840円
退職給付費用 1¶121¶357¶576円
注）退職手当は退職一時金制度に係る引当外退職給付に係る当期支給額であります。

_ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
{ 割引率

1•8％
| 期待運用収益率（厚生年金基金制度）

2•5％
} 退職給付見込額の期間配分方法
期間定額基準

~ 数理計算上の差異の処理年数
厚生年金基金制度 ７年
退職一時金制度 ９年

注）費用処理は発生の翌事業年度からそれぞれの処理年数で行っております。
※詳細説明は、「事業報告書 ４．財務情報」の「\財務諸表の概況」に記載しております。

17．〔重要な債務負担行為〕
以下の工事契約を締結しております。
\ 九州労災病院増改築工事 1¶288¶656¶500円
] 岡山労災病院増改築工事 5¶817¶105¶000円
^ 熊本労災病院増改築工事 2¶520¶687¶500円
_ 総合せき損センター増改築工事 6¶807¶150¶000円

※18．〔固定資産の減損関係〕
Ò 減損を認識した固定資産
\ 北海道中央労災病院せき損センター職員宿舎他５件
ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要
用 途 職員宿舎等
場 所 北海道美唄市他
種類及び帳簿価額 建物等 帳簿価額 229¶847¶090円

土 地 帳簿価額 124¶668¶071円
イ 減損の認識に至った経緯
固定資産が使用されている範囲について、当該資産の使用可能性が著しく低下しており、
当該資産の全部の使用が想定されていないため、減損を認識しております。

エ 減損の兆候の有無について、複数の固定資産を一体として判定した場合における、当該資
産の概要及び当該資産が一体としてそのサービスを提供すると認めた理由
職員宿舎等は、建物・設備が一体となって初めて成り立つものであり、建物・構築物を一
体としてそのサービスを提供するものと認められました。
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